告　発　状

年　　月　　日
住　所　〒　　　―
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
広島地方検察庁　御中
第１　当事者の表示
１．告発人
　　住所　〒　　　　－
　
　　氏名　
２．被告発人
　　〒730－8514　　
　　　広島市中区基町９番４２号　広島県教育委員会　
教育長　平川　理恵　他関係職員（職・氏名など不詳）
第２　告発する事情
１．当事者関係
（１）告発人
　　告発人は、広島県内に住所を有する有権者、住民である。
（２）被告発人ら
　①　上記　平川理恵は、広島県教育委員会（以下、県教委）において、教育長の職にある者である。県教委とNPO法人パンゲア及び同法人の理事の間で締結された契約に関わり、官製談合防止法第８条に規定する諸行為を指示し、又は誘発もしくは示唆して県教委職員をして実行行為に導いた。結果的に、官製談合防止法に規定する違法な契約行為を実行したものである。
　②　他関係職員の職名、氏名等は不詳。県教委教育長である平川理恵による指示、又は誘発もしくは示唆を受け、官製談合防止法第８条に違反する諸行為を実行したものである。
２．告発に至った経過・事情
（１）告発人が告発に至った経過と事情、その概要
　①　「週刊文春」（2022年8月11日号）は、「リクルート出身　広島県教育長　親密ＮＰＯに…　『官製談合疑惑』」と報じた。ここでは、県教委・平川教育長と親密な関係にあるNPO法人に対して、予定価格の漏洩が行われており、官製談合防止法違反の疑いがある」とされた。
　②　県教委・平川教育長は、８月８日に記者会見を行い、疑惑を全面否定している。
　③　2022年8月22日には、広島県議会文教委員会が開催され、「週刊文春」の報道をもとにした質疑が行われた。なかでも、「週刊文春」掲載の事実関係を問われた質問に対して、県教委・平川教育長は、全面否定の答弁を行っている。
　④　「週刊文春」（2022年9月8日号）は、「広島県女性教育長　「官製談合」証拠メール」と報じた。ここでは、8月22日の県議会文教委員会の教育長答弁を「虚偽答弁」と断じ、その証拠として県教委職員とNPO法人パンゲアとのメールのやり取りなどを詳しく報じた。
　⑤　市民団体・「県教委『官製談合疑惑』をただす市民の会」（当時・準備会）は、9月16日、広島県知事湯崎英彦及び県教委教育長平川理恵に対して、「広島県教委『官製談合疑惑』の全面解明を求める要請書」を提出している。
　⑥　広島県議会では、9月14日、9月27日の文教委員会で、この問題での質疑を行っている。この日の質疑の過程で、「外部専門家による調査」の方向が示され、9月22日付で弁護士・阿南剛との間で委任契約書が締結されている。
　⑦　市民団体・「県教委『官製談合疑惑』をただす市民の会」（当時・準備会）は、9月29日、広島県監査委員事務局及び公正取引委員会中国支社に対して、「県教委『官製談合疑惑』に対する適正な調査と権限行使を求める要請書」を提出した。提出した市民団体の代表者に対して、11月11日、公正取引委員会中国支社よりこの要請書を「申告として受け付ける」旨の連絡が行われている。
⑧　市民団体・「県教委『官製談合疑惑』をただす市民の会」（当時・準備会）は、10月5日に「報告集会」を開催し、明らかになっている事実を報告するとともに、この問題を市民レベルで考え、全容解明をめざす運動をすすめるための議論をおこなった。この報告集会において、「市民の会」が正式に発足した。
　⑩　弁護士・阿南剛などの調査グループは、12月2日付で「調査報告書」を提出している。その概要版として「調査報告書（概要）」が12月6日の県議会文教委員会に報告された。弁護士・阿南剛及び県教委・平川教育長は、それぞれ、同日に記者会見を行っている。公表された「調査報告書（概要）」では、県教委とNPO法人・パンゲアが締結した契約のうち１件について、官製談合防止法違反第８条違反行為があったと認定した。また、2件の契約については、地方自治法違反の事実があったことも明らかにしている。
　⑪　市民団体・「県教委『官製談合疑惑』をただす市民の会」は、12月13日、「調査報告書（概要）」の公表を受けて、「県教委『官製談合』疑惑の全容解明と責任の明確化を求める要請書」を県知事及び県教委教育長あてに提出している。
（２）まとめ
　①　以上の事実経過から、被告発人らが、公行政に求められる公平性、中立性を損ない、官製談合防止法等の法令に反する行為を行なったことは明白である。
②　以上の事実経過からみても、被告発人らが責任を感じたり、反省したりといった状況を伺うことはできない。
③　弁護士・阿南剛などの調査グループの「調査報告書（概要）」は、県教委がNPO法人・パンゲア及びその理事と締結した契約４７件を調査対象とし、官製談合防止法８条及び地方自治法２３４条２項に照らした法的評価を行うという極めて限定的な内容となっている。例えば、上記（１）①記載の「週刊文春」で報じられた案件についても「契約未締結」を理由に、その法的評価さえ行っていない。
　④　以上から、被告発人らによる行為を詳細に取り調べ、厳正なる処分が行われることが必要である。公行政に求められる公平性、遵法性などを取り戻し、県民の信頼に応える教育行政が確立されるためにも、本件の厳正、適正な捜査と法に立脚した処分を求める。
３．告発する犯罪行為など
　①　県教委が、NPO法人パンゲア及び当該法人役員と締結した契約。
　②　県教委が、NPO法人パンゲアを事実上の相手方として契約締結を進めていた案件。
第３　告発する事実と証拠など
（１）官製談合防止法第８条違反
　①　被告発人らは、県教委とNPO法人パンゲア及び当該法人役員との契約において、契約未成立の過程から事実上の契約相手方として取り扱っている。この行為により、他の契約希望者に対して、当該法人を有利な地位においてきた。これらの行為は、「入札等の公正を害すべき行為」であり、官製談合防止法第８条に違反する。
②　被告発人らは、NPO法人,パンゲアに対して「事前調整」などと称して予定価格を漏洩するなどの行為を行ってきた。この行為により、他の契約希望者に対して、当該法人を有利な地位においてきた。これらの行為は、「入札等の公正を害すべき行為」であり、官製談合防止法第８条に違反する。
③　被告発人平川は、上記の行為にあたり、県教委職員にNPO法人パンゲアの名前を伝えるなどしており、事実上、職員にNPO法人パンゲアとの契約を優先的に取り扱うよう指示し、または誘発もしくは示唆する行為を繰り返してきた。この行為により、他の契約希望者に対して、当該法人を有利な地位においてきた。これらの行為は、「入札等の公正を害すべき行為」であり、官製談合防止法第８条に違反する。
④　被告発人関係職員等は、被告発人平川による指示を受け、または誘発もしくは示唆されることによって、NPO法人パンゲアを優先的に取り扱う契約を繰り返してきた。この行為により、他の契約希望者に対して、当該法人を有利な地位においてきた。これらの行為は、「入札等の公正を害すべき行為」であり、官製談合防止法第８条に違反する。
⑤　これらの関係職員は、公行政を担う立場として官製談合防止法に禁止される行為を拒絶すべきであるが、被告発人平川を頂点とする県教委という行政機構において、やむなく実行行為に及んだものと推測できる。県教委における指示命令系統などを詳細に捜査し、その違法性などを検討いただくことを付記しておく。
（２）証拠など
①　「週刊文春」（2022年8月11日号）及び「週刊文春」（2022年9月8日号）の記事
　告発人は、前記の通り、これらの報道によって初めて事案を知り得たものであって、詳細の証拠及び各契約に至る経過などは、貴庁の捜査によって明らかにしていただきたい。
②　県教委の委嘱による弁護士阿南剛など調査チームによる「調査報告書（概要）」
　前記の通り、調査の限界と課題はあるものの、弁護士グループによるかなり綿密な調査であり、その調査によっても「官製談合防止法第８条に違反する契約が存在していた」との指摘は、重いものがあると考えている。貴庁の捜査によって、より詳細な事実関係が明らかにされ、厳正な処分が行われることを期待する。
第４　結論:
　以上から、告発人は、被告発人らを厳重に処罰するよう求めて告発する。
以　上
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